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研究成果の概要（和文）：本研究では，我が国での自動運転車による電気自動車共同利用システムの導入に向け
て，利用意向調査に基づく需要予測と，システム運用戦略に基づくシステム挙動の分析等を行った．分析結果よ
り，将来の完全自動運転車保有意向や共同利用システムへの提供意向に及ぼす影響要因を特定するとともに，車
両数や充電，相乗り等が共同利用システムの挙動に及ぼす影響を明らかにした．さらに，走行パターンによる電
気自動車の電費への影響や自動運転車と一般車が混在する場合の交通流への影響等を定量化した．

研究成果の概要（英文）：Toward the introduction of electric shared autonomous vehicle system into 
Japan, the future travel demand based on the intention of usage and system behavior according to 
operation strategies were investigated in this study. The results identified important factors to 
affect the future intention of autonomous vehicle ownership and provision of the owned vehicle to 
the sharing system, and the effects of fleet size, electric charging behavior, and ridesharing 
schemes on the system behaviors. Also, the effects of driving patterns on electric vehicle energy 
consumption and the effects of mixed traffic flow of autonomous vehicles and human driven vehicles 
on the traffic flow were quantified.

研究分野： 交通計画
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，個々の世帯が保有するマイカーを世帯が使用しない時間帯において共同利用システムに提供すると
いう形の自動車共同利用システムの可能性を検討しており，新たな将来像の提案として学術的新規性が高い．ま
た，このようなシステムは，各世帯が自家用車を保有しつつ，自家用車の利用効率を格段に向上させることが可
能となるため，車両や空間等の限られた資源の効率的な活用という観点から社会的意義も高く，本研究成果を基
に自動運転車の普及に向けて，自動車利用のあり方に関するより良い議論が可能となる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
自動運転技術の発展により，自動運転車の実用化が現実的なものとなってきた．このような状

況の下，自動運転車が交通行動に及ぼす影響についても注目が高まっている．自動運転車により，
交通事故の削減，交通弱者への移動手段提供，交通容量の増大，環境負荷削減，運転からの解放，
さらには，保有からオンデマンド利用への転換が可能となる．一方，自動車共同利用に関しては，
欧米において大規模かつ片道利用・乗り捨て可能なシステムの導入が進んでいる．さらに，自動
車共同利用システムへの電気自動車の導入も始まっている．電気自動車と自動車共同利用の組
み合わせは，短距離・高頻度の利用においてガソリン自動車に対する優位性が顕著であるという
電気自動車の車両特性に適した利用形態である．将来交通システムの一つとして，これらを統合
した自動運転による電気自動車共同利用システムの実現可能性を検討することが求められる． 
 
２．研究の目的 

本研究の目的は，(1)自動車共同利用システムの利用意向及び自家用車の提供意向について把
握すること，(2)自動運転車を用いた場合の自動車共同利用システムの運用方法について，最適
運用戦略を見出すこと，(3)電気自動車を用いることによる電力系統への影響を把握すること，
である．(1)については，完全自動運転による自動車共同利用システムが実現した場合に人々の
トリップはどのように変化するのか，自家用車やタクシー，バスからの転換や追加的なトリップ
発生の有無も含めた人々のシステム利用意向を把握するとともに，完全自動運転車を自家用車
として保有した場合に，自らが自家用車を利用しない時間帯に共同利用車両として提供する意
思の有無とその条件について分析し，共同利用システムの車両構成に関する知見を得る．(2)に
ついては，自動運転技術を活用することにより，利用者の出発地への迎車および目的地での乗り
捨てを可能とし，異なる OD 交通需要を限られた台数の共同利用車両で運用する際の最適運用
戦略を見出す．(3)については，電気自動車のトリップパターンや電費を分析することにより，
車両への充電タイミングと利用タイミングを考慮した電気自動車の電力系統への影響を把握す
る． 
 
３．研究の方法 
(1)自動車共同利用システムの利用意向及び自家用車の提供意向について，本研究では，完全自
動運転車が普及した場合の人々の自動車共同利用システムの利用意向を把握するため，アンケ
ート調査を実施し，統計分析や離散選択モデルの構築を行った．さらに，電気自動車への転換に
対しては航続距離の短さが大きな影響を及ぼすことから，自動車利用パターンに関する実デー
タを収集し，電気自動車への転換可能性を分析した．(2)自動運転車を用いた場合の自動車共同
利用システムの運用方法については，自動運転車による自動車共同利用システムの挙動を再現
するためのシミュレーションモデルを構築した．(1)で把握した利用意向や自家用車の提供意向
に基づくトリップ需要と車両供給シナリオを構築し，シミュレーションモデルを用いて自動車
共同利用システムの挙動を分析した．(3)電気自動車を用いることによる電力系統への影響につ
いては，プラグインハイブリッド車による実際の充電行動データを用いて，充電タイミングの意
思決定に関するモデル分析を行った．また，充電開始時の残充電量を推定するために，電気自動
車の走行データを用いて，走行中の電費に影響を及ぼす要因を分析した． 
 
４．研究成果 
(1)自動車共同利用システムの利用意向及び自家用車の提供意向 
自動車共同利用システムの利用意向は自動車保有状

態に大きな影響を受けることが知られている．本研究で
は，完全自動運転車が普及した場合の人々の自動車共同
利用システムの利用意向を把握するため，完全自動運転
車が普及した場合の自動車保有意向と自動車共同利用
システムの利用意向を同時に予測する離散選択モデル
を構築した．本研究では，世帯で保有される完全自動運
転車は世帯で利用されない時間に共同利用車両として
活用されると仮定し，モデルの推定結果から，完全自動
運転車の普及時の共同利用車両の供給量および共同利
用車両システムの需要量の両方を予測することを可能
とした．図１に示すように，自動運転車共同利用システムが普及した場合の自動車利用意向につ
いて，自分専用の車を自分だけで使いたいとの回答が 55％，車を所有し，貸し出したいとの回
答が 13％，所有せず，借りたいとの回答が 32％となった．さらに，若年層では，車を所有し，
貸し出したいとの回答率がより高く，自動運転車共同利用システムが普及する将来においては，
自家用車の提供意向はより高くなるものと考えられる．一方，高齢層では，所有せず，借りたい
との回答がより高く，高齢層がより多く共同利用システムを利用する可能性が明らかとなった． 

 
図 1 自動運転車共同利用システ

ムが普及した場合の利用意向 
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完全自動運転車による自動車共同利用システムを利
用する際には，子供だけでの利用時に車両位置を保護
者に報告するサービスや買い物利用時に荷物をトラン
クに保管できるサービスなど，様々なサービスを追加
的に設定することが考えられる．本研究では，各サービ
スに対する支払意思額を分析し，どのような世帯がど
のようなサービスを必要と考えているのか，どのよう
なサービスを提供すると自動車共同利用システムに対
する支払意思額を向上させることが可能となるかにつ
いて統計分析を行い，その傾向を把握した．表 1 に示す
ように，年齢や性別等によって同質なグループに分類
し，それぞれのグループによる支払意思額を集計した結果，複数人数乗車や複数目的地の利用，
買い物利用時のトランク保管，子どもの見守り等のサービスに対する支払意思額が高いことが
示された．一方で，グループによって支払意思額に大きな違いがあることが明らかとなった． 

ガソリン自動車から電気自動車への転換の障害の一つは電気自動車の 1 充電当たりの航続距
離の短さである．本研究では，愛知県豊田市の被験者を対象として自家用車の 1日の走行距離の
分布を分析した．分析には加速故障モデルを適用して走行距離に影響を及ぼす要因を定量的に
明らかにした．分析結果より，天候が走行距離に大きな影響を与えており，雨量や風速が大きい
ほど走行距離が短くなることを明らかにした．また，女性や年齢の高い運転者ほど走行距離が短
いことを確認した．これらの結果は，女性や年齢の高い運転者が電気自動車への転換可能性が高
いことを示すものであり，女性や高齢者は電気自動車に
よる共同利用システムの利用者としても有望であると
考えられる．ただし，ここでの分析結果は自家用車の利
用距離に関するものであり，共同利用システム車両を利
用した場合には自家用車と異なる利用パターンを持つ
事も考えられる．本研究では，名古屋大学の公用車を対
象として，長期的な走行距離観測データに基づき，1 日
の走行距離の分布をモデル化した．さらに，複数の電気
自動車の航続距離と比較し，図 2 に示すように 95%の日
に走行距離が電気自動車の航続距離以内となる車両の
割合を算出し，電気自動車への転換可能性を検討した． 
 
(2)自動運転車を用いた場合の自動車共同利用システムの運用方法 

自動運転車による自動車共同利用システムの挙動
を再現するためのシミュレーションモデルを構築し
た（図 3）．本シミュレーションモデルは，名古屋市名
東区を対象として，2011 年のパーソントリップ調査結
果に基づいた区内々交通需要を発生させ，交通サービ
ス水準に応じた選択確率で自動車共同利用システム
が選択されたトリップ需要に対して，個々の車両がト
リップ出発地まで迎えに行き，目的地までの移動の
後，次の利用開始場所まで移動する挙動を再現するミ
クロシミュレーションモデルである．本シミュレーシ
ョンモデルにより交通需要と車両台数とのバランス
を分析することが可能となった． 
さらに，(1)自動車共同利用システムの利用意向及

び自家用車の提供意向，での分析結果に基づいて，各
車両を利用可能なサービス時間および車両の待機場
所（自動車保有者の自宅）が個別に設定されており，
時々刻々と発生するトリップ需要に対して，出発地ま
での移動時間（利用者にとっての待ち時間）とサービ
ス時間に対するトリップ時間（システムにとっての効
率性）を算出可能な運用シミュレーションモデルを構
築した．シミュレーション分析の結果より，図 4 に示
すように，地域で自動車共同利用システムに利用可能
な自家用車のうち 40％程度の車両を用いた場合には，
待ち時間が 1 分以上となる確率が 6％程度になるとい
う結果が得られた． 

上記の分析では，自宅に駐車されている自家用車を
共同利用車両として活用すると設定した．本研究で
は，もう一つの設定として，パークアンドライドに用
いられる自家用車を共同利用車両として活用する場

表 1 グループ別の各サービスに

対する支払意思額（円/トリップ） 

 

サービス グループ1 グループ2 グループ3 グループ4 グループ5 グループ6

正確性 42 17 42 74 38 43

待ち時間 41 14 43 67 39 42

複数人乗車 50 20 54 43 56 40

複数目的地 53 12 54 59 56 33

買い物時の車両継続 44 24 51 49 55 39

荷物可搬性 32 11 44 30 46 32

乗降性 33 11 43 39 42 31

充電 21 14 33 27 25 24

子ども見守り 43 46 64 40 56 54

乗降時間の余裕 27 8 32 36 35 34

荷室大きさ 49 18 56 44 57 49

 
図 2 95％の日に 1 日走行距離が

航続距離以下になる車両の割合 
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図 3 自動運転車による自動車共

同利用シミュレーションモデル 

 
図 4 共同利用車両数別の待ち時

間が 1 分以上となる確率 
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合のシステム挙動についても分
析を行った．郊外においては，自
宅から最寄り駅まで自家用車で
移動し，最寄り駅に自家用車を
駐車して鉄道に乗り換え，鉄道
で都心の勤務地に出勤するとい
うパークアンドライド型の自家
用車の利用がみられる．本研究
では，パークアンドライドによって通勤行動を行う世帯が保有する自家用車が自動運転車両と
なった状況を仮定し，端末駅に駐車された自動運転車を郊外居住の高齢者等の域内交通手段と
して共同利用するシステムの導入可能性を検証した．名古屋市名東区と春日井市高蔵寺ニュー
タウンを対象としたシミュレーション分析結果より，表 2 に示すように，パークアンドライドに
よる通勤者の 25％程度の車両を共同利用システムで活用することが出来れば待ち時間の 95 パ
ーセンタイル値が 5 分程度のサービス水準を達成可能であるとの結果が得られた． 

さらに，電気自動車の充電タイミングの影
響を考慮するとともに，より多くの移動需要
を満たすための相乗りの許容による影響を検
討した．充電ステーション数の異なる 2 パタ
ーンでのシミュレーションを行い，充電ステ
ーションの整備が自動車共同利用システムの
効率性に及ぼす影響について検討した結果，
図 5 に示すように，本研究の対象地域におい
ては充電ステーションの配置がサービス水準
に及ぼす影響は大きくないことを明らかにし
た．また，相乗りを許容することにより待ち時
間の減少や実車率の向上，走行距離の減少等
の利用者および運営者双方の便益が向上する
ことを明らかにした．さらに，より現実的な設
定として共同利用車両が小型の低速車両である場合の影響を分析した．春日井市高蔵寺ニュー
タウンを対象としたシミュレーション分析の結果，40台の共同利用車両で約 2000 トリップの移
動需要に対して平均待ち時間約 15 分でサービス提供が可能であることを明らかにした．また，
車両数を 60 台から 70 台に増加させると平均待ち時間が 5 分以下となるサービス水準の向上が
見込まれることを明らかにした． 
以上のシミュレーション分析で

は，共同利用車両の走行速度は通常
の車両と同等と仮定して分析を行
った．しかしながら，自動運転車両
の普及段階では，道路上に自動運転
車両と通常の車両が混在するため，
交通状態がどのように変化するの
か明らかではない．自動運転車両に
よる自動車共同利用システムの運
用効率を検討する上で，自動運転車
両の導入によるトリップ所要時間
の変化を前もって把握する必要がある．本研究では，自動運転車両専用車線の有無が走行速度や
交通容量に及ぼす影響をシミュレーション分析によって把握し，自動運転車両の普及率や交通
需要，自動運転車両の追従性能等による自動運転車両専用車線の導入の可否を明らかにした．図
6 左に示すように，自動運転車両の割合が大きくなるに従って渋滞域になる車両密度が大きくな
り，交通容量が大きくなることが示された．また，図 6 右に示すように，交通容量への影響は，
追従走行時の車頭間隔の設定による影響が大きいことが明らかとなった． 
 
(3)電気自動車を用いることによる電力系統への影響 
自家用車を自動車共同利用システムでの利用に提供するか否かに関連して，自家用車を電気

自動車に転換した場合に自動車の利用時間以外での充電をどのようなタイミングで実施するか
が自動車共同利用システムへの提供にも影響を及ぼす．本研究では，豊田市で実施されたプラグ
インハイブリッド車による社会実験を対象として，充電タイミングの意思決定に関する分析を
行った．本社会実験では，動的な電気料金を模擬したポイントシステムにより，車両の充電タイ
ミングの料金感度も観測している．本研究では，充電時間帯を被説明変数とした離散選択モデル
を構築し，充電タイミングの決定要因を把握した．構築したモデルを用いて仮想的な状況下での
充電タイミングの変化を分析した結果，表 3 に示すように，電気料金が一定の場合には帰宅直後
に充電を開始する割合が 47％であるのに対して，夕方の電気料金を割り増した場合には，帰宅
直後の充電を避け，最安時に充電タイミングを変更する割合が多くなった．また，夕方の電気料

表 2 共同利用車両数別の待ち時間 

 

名東区
車両数

台数 172 343 429 859
利用割合 10% 20% 25% 50%

平均待ち時間 41 m 39 s 1 m 47 s 1 m 4 s 32 s
95パーセンタイル値 1 h 35 m 14 s 7 m 9 s 3 m 12 s 1 m 39 s

高蔵寺ニュータ
ウン

車両数
台数 185 370 462 924

利用割合 10% 20% 25% 50%
平均待ち時間 1 m 28 s 1 m 2 s 58 s 43 s

95パーセンタイル値 6 m 55 s 5 m 6 s 4 m 46 s 3 m 39 s

 
図 5 1 台当たり需要数別の実車時間率 
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図 6 自動運転車の割合別の交通容量 
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金を割り増すと同時に深夜の電気料金を
割り引くと，充電タイミングの変化がよ
り大きくなるとともに，通常だと充電を
しなかった車両も深夜時間帯に充電をす
るようになるとの結果が得られた． 

電気自動車による自動車共同利用シス
テムを運用する際には，車両の残充電量
を把握し，トリップ需要に対して車両が電欠をせずにサービスを供給することが可能かを判断
する必要がある．また，残充電量によって充電タイミングを制御する必要がある．残充電量の把
握のためには，走行中の電力消費をモデル化し，走行距離に対する電力消費を正確に予測するこ
とが重要である．本研究では，気温やエアコンの利用の有無等を考慮した走行電費モデルを構築
した．モデル分析結果より，気温が低い場合にエアコンを使用することで走行電費に及ぼす影響
が大きいことが示された． 

電気自動車を充電することによって
系統電力に負荷をかける一方，電気自動
車に充電した電力を系統電力に戻すこ
とによって，電力負荷のピークカットが
可能となる．本研究では，名古屋大学の
公用車を対象として，公用車を電気自動
車に転換した場合の電力負荷ピークカ
ットの可能性について検討した．ここで
は，公用車の利用パターンから充電パタ
ーンを仮定し，転換する電気自動車のバ
ッテリー容量による時間帯別の電力供
給可能量を算出した．一方，大学の電力
使用量の日変動データから電力負荷の
ピークが午後 2 時前後であることを確認し，その時間帯に電気自動車に転換した公用車から系
統電力に供給可能な電力量と比較した．図 7 に示すように，バッテリー容量が大きいほどピーク
カット率は大きいものの，いずれのバッテリー容量を用いた場合でも大学全体の電力使用量の
1％以上のピークカットが可能であることが示された． 

表 3 共同利用車両数別の待ち時間 

 

電力料金(/kWh) 充電無し 帰宅直後 最安時 その他
通常時(20.9 円) 35% 47% 18%
夕方割増時(28円) 36% 8% 38% 19%
夕方割増と深夜
割引(10円)

34% 7% 42% 18%

 
図 7 電気自動車からの放電による電力負荷ピー

ク削減量 
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